
令和元年度事業計画 

（令和元年 7月 1日から令和 2年 6月 30日まで） 

 

１． 基本方針 

 今日、自然と共生する社会の実現への取り組みは広範な分野で進められており、多様

な自然環境の保全、創出、再生、自然とのふれあい等に関する事業の円滑な推進と、こ

れらに必要な自然環境共生技術に関する研究開発が求められている。 

平成 30 年 4 月に閣議決定された「第五次環境基本計画」は、我が国が抱える環境・経

済・社会の課題は相互に連関・複雑化しており、2015 年 9 月に国連で採択された持続可

能な開発目標 SDGs や、国際的な気候変動への対応として同年 12 月に採択された世界

全体での脱炭素社会の構築に向けたパリ協定など、時代の転換点ともいえる国際的潮流

を背景として、持続可能な社会に向けた以下のような基本的方向性を示している。 

① SDGs の考え方も活用し、環境・経済・社会の統合的向上を具体化する。環境政策

による、経済社会システム、ライフスタイル、技術などあらゆる観点からのイノベーシ

ョン創出や、経済・社会的課題の同時解決に取り組むとともに、将来にわたって質の高

い生活をもたらす「新たな成長」につなげていく。 

② 地域資源を持続可能な形で活用するため、各地域が自立・分散型の社会を形成し、

地域資源等を補完し支え合う「地域循環共生圏」の創造を目指す。 

③ 幅広い関係者とのパートナーシップを充実・強化することを通じて、持続可能な循

環共生型の社会（「環境・生命文明社会」）を目指す。 

当協会はこれまで、自然環境共生技術に関するさまざまな調査研究、技術力の向上、

人材の育成及び国内外の情報の収集・整備等を積極的に推進してきたところであるが、

今後はこのような環境基本計画に示された基本的方向性をも踏まえ、自然環境共生技術

のさらなる進展に寄与していくものとする。 

 また、これらの成果を集積・発信することを通じて、広く関係機関や一般国民との連

携、交流を促進し、当協会の役割のさらなる増進に努める。 

 

２．調査研究 

 自然環境共生に関する総合的、実践的技術の集積・確立、自然再生に関する順応的管

理手法の考え方に基づく技術の集約と研究開発、生物多様性保全の取組を推進するため

の生態系ネットワークに関する技術の研究開発、自然とのふれあいに関する調査研究等

について、会員相互の技術交流等積極的な参画のもと、学識者等専門家の指導、協力を

得て推進する。また、新たな研究テーマを発掘するための検討及び中長期的な視点から

の萌芽的な課題の方向性などを検討する。 

（1）自然とのふれあい技術研究 

   自然とのふれあいを促進するための自然公園等施設の整備及び維持管理に関する技



術の集積と体系化、並びに自然公園等における適切な利用推進のあり方についての調査

研究を進める。 

（2）自然再生技術研究 

 「自然再生事業ガイドライン」の活用を推進するとともに、さらなる自然再生に関す

る技術の集積、向上を図る。また、地域の生態系や生物の保全・創出・再生を流域や広

域的視点に基づいて研究を進める。 

（3）生物多様性保全技術研究 

「生物の多様性の確保を通じて自然と共生する社会の実現を図る」ため、生物多様性

国家戦略・地域戦略や関連諸計画等に示された生物多様性確保の考え方、生物多様性保

全に係る自然再生創出等の具体的な技術、CSR活動及び地域連携の取組み、生物多様性

の主流化に向けた動きについて調査研究を進める。 

（4）受託調査研究の拡充 

  蓄積された研究活動の成果等を活用し、当協会の目的に沿って適切な受託調査研究事

業を拡充する。 

（5）技術セミナー及び自然環境共生技術研究会の開催 

 技術情報を幅広く収集し、共有するため、環境省等と連携を図りながら、「技術セミナ

ー」や「自然環境共生技術研究会」を今後も継続して開催していく。 

 

３． 技術力の向上と人材育成 

 自然環境共生技術に係る調査・解析・評価、事業に係る調査・設計・施工・管理等に

関する知見・技術の習得、普及及び継続教育による人材の育成に努める。また、必要に

応じて講演会、講習会等を広く一般にも公開することとする。 

(1) 幅広い自然との共生を目指す技術や総合的な観点から新たな研究開発や知見を習

得する 

ため、学識経験者、行政経験者及び関係省庁等による講演会・講習会を実施する。 

(2) 協会における自然環境共生の研究成果等に関する技術発表会、シンポジウム、セミ

ナー 

等を実施する。 

(3) 現場を踏まえた実践的立場から自然環境共生に関する実施事例見学会を実施する。 

(4) 行政、学識経験者、関係団体等との自然環境共生に関する技術交流を推進する。 

(5) 技術士試験（環境部門）における第二次試験受験講習会を実施する。 

(6) 造園 CPD制度に参画し、自然環境共生技術に関する技術者の継続教育を実施する。 

 

４．広報及び情報収集と発信 

 自然環境共生技術の広報活動を行うとともに、自然環境共生技術に関する国内及び国

外における情報の収集、整備並びに図書の刊行等情報の発信を図る。 



(1) ニュースレターを年４回発行する。 

(2) パンフレット及び会員名簿の改訂を行い、会員及び関係機関に配布する。 

(3) 関係機関が行うシンポジウム、セミナー等事業に関する情報を提供する。 

(4) 自然環境共生技術に関する内外の情報を収集、整備し広く発信する。 

(5) ホームページの定期的更新を行い、常に新しい情報を発信する。 

(6) 調査研究成果を発刊する。 

 

５．今後の協会運営に向けた対応等 

当協会は、平成 28年度（平成 29 年 6月）をもって公益目的支出計画の期間が終了し

たところであるが、協会活動の継続性を維持するため、引き続き事業の中心となる調査

研究活動及び技術力の向上と人材育成の活動に自主的に取り組むとともに、様々な分野

の学識経験者や専門家との連携強化を図り、行政、関係団体、一般の方々等が参加しや

すい組織運営を図る。また、一般社団法人として、当協会の今後の運営基盤や財政基盤

の強化を図るための施策について、引続き検討を深めていくものとする。 

 

以上 

 


